




 

 

・種類株式の配当の状況 

普通株式と権利関係の異なる種類株式に係る１株当たり配当金の内訳は以下のとおりです。 

第１種優先株式 
年間配当金 

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計 

 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 

26年3月期 － 5.50 － 5.50 11.00 

27年3月期 －     

27年3月期(予想）  5.50 － 5.50 11.00 
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１．当四半期決算に関する定性的情報 

（１）連結経営成績に関する定性的情報 

当第 1 四半期連結累計期間のわが国経済は、アベノミクスによる財政政策、円安により基調としては緩やかな回

復傾向を持続し、中小企業の景況感の改善にも波及してきました。しかしながら、消費税率引き上げによる反動減か

ら、個人消費に弱い動きが見られました。 
当行の主要な営業基盤である岐阜・愛知両県におきましても、前向きな設備投資が徐々に増加しつつあるものの、

円安による原材料、燃料価格等仕入価格の上昇が懸念材料となっています。 
こうした状況のなか、当第 1 四半期連結累計期間の連結業績は、次のとおりとなりました。 
経常収益は、有価証券関係収益が増加したものの、貸出金利息の減少により資金運用収益が減少したことなどから、

前年同期比 3 億 6 百万円減少し 295 億 4 百万円となりました。経常費用は、与信関係費用が減少したこと、および

預金利息の減少により資金調達費用が減少したことなどから、前年同期比 23 億 59 百万円減少し 217 億 27 百万円と

なりました。この結果、経常利益は、前年同期比 20 億 52 百万円増加し 77 億 76 百万円となり、四半期純利益は前

年同期比 10 億円増加し 53 億 95 百万円となりました。 

（２）連結財政状態に関する定性的情報 

預金等（譲渡性預金を含む）につきましては、低コストかつ長期安定的な資金を調達するとの観点から、地域に密

着した積極的な営業展開を行い、個人、法人を中心に増強をはかりました。この結果、当第 1 四半期連結会計期間末

の預金等残高は、前連結会計年度末比 1,518 億 15 百万円増加し 5 兆 2,839 億 62 百万円となりました。 
貸出金につきましては、地元企業の資金需要や住宅ローンを中心とする個人向け融資に積極的にお応えするととも

に、地方公共団体向け融資の取扱いに努めました。この結果、当第 1 四半期連結会計期間末の貸出金残高は、前連結

会計年度末比 121 億 88 百万円増加し 3 兆 7,528 億 66 百万円となりました。 
有価証券につきましては、国債、地方債等の引受、購入のほか、相場環境を注視しつつ、資金の効率的運用のため

の債券等の売買を行いました。この結果、当第 1 四半期連結会計期間末の有価証券残高は、前連結会計年度末比 524
億 25 百万円増加し 1 兆 8,052 億 3 百万円となりました。 

（３）連結業績予想に関する定性的情報 

平成 26 年 5 月 12 日に公表した業績予想から変更はありません。 
 

２．サマリー情報（注記事項）に関する事項 

（会計方針の変更） 

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第 26 号平成 24 年 5 月 17 日。以下「退職給付会計基準」という。）

及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 25 号平成 24 年 5 月 17 日。以下「退職給付

適用指針」という。）を、退職給付会計基準第 35 項本文及び退職給付適用指針第 67 項本文に掲げられた定めについ

て当第 1 四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属

方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法を割引率決定の基礎となる債券の期間

について従業員の平均残存勤務期間に基づき決定する方法から、退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額

を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更しております。 
退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第 37 項に定める経過的な取扱いに従って、当第 1 四半期

連結会計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減しており

ます。 
この結果、当第 1 四半期連結会計期間の期首の退職給付に係る負債が 3,443 百万円減少し、退職給付に係る資産が

4,221 百万円、繰延税金負債が 2,667 百万円、利益剰余金が 4,997 百万円増加しております。また、当第 1 四半期連結

累計期間の経常利益及び税金等調整前四半期純利益はそれぞれ 50 百万円増加しております。 
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（３）継続企業の前提に関する注記 

該当事項はありません。 

（４）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記 

該当事項はありません。 

（５）企業結合等関係に関する注記 

共通支配下の取引等 

連結子会社同士の合併 

１ 取引の概要 

(1) 結合当事企業の名称及びその事業の内容 

 
結合企業 

(吸収合併存続会社) 

被結合企業 

(吸収合併消滅会社) 

名   称 株式会社十六ディーシーカード 株式会社十六ジェーシービー 

事業の内容 クレジットカード業 クレジットカード業 

(2) 企業結合日 
平成26年4月1日 

(3) 企業結合の法的形式 
株式会社十六ディーシーカードを存続会社、株式会社十六ジェーシービーを消滅会社とする吸収合併 

(4) 結合後企業の名称 
株式会社十六カード 

(5) その他取引の概要に関する事項 
当行グループ経営の効率化およびクレジットカード業務の強化を目的としております。 

２ 実施した会計処理の概要 

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号平成20年12月26日公表分）及び「企業結合会計基準

及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号平成20年12月26日公表分）に基

づき、共通支配下の取引として処理しております。 
なお、本合併に伴い、持分変動利益284百万円を特別利益に計上しております。 
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４．補足情報 

 
当行の平成 27年 3月期第 1四半期の概要について、下記のとおりお知らせします。 
なお、当第 1四半期末の自己資本比率（国内基準）については、現在算出中であり、確定次第、開示する予定であり

ます。 
 
（１）損益状況【単体】 

(単位：百万円)
平成26年3月期 平成27年3月期

第1四半期 第1四半期
[　]内は第2四半期累計期間の業績予想値 （A） （B）

経常収益 [ 42,500百万円] 23,692 23,327 △ 365 86,858 

業務粗利益 18,230 18,887 657 69,549 

（コア業務粗利益）（注1） 18,187)(      17,511)(      △ 676)(      69,592)(      

資金利益 16,111 15,824 △ 287 61,823 

役務取引等利益 1,777 1,679 △ 98 6,907 

その他業務利益 340 1,382 1,042 819 

（うち国債等債券損益(5勘定尻)） 42)(          1,375)(       1,333)(       △ 42)(       

経費 13,533 13,455 △ 78 51,569 

実質業務純益　（注2） [ 8,500百万円] 4,696 5,431 735 17,980 

コア業務純益　（注3） [ 7,500百万円] 4,653 4,055 △ 598 18,023 

一般貸倒引当金繰入額　① △ 151 △ 280 △ 129 486 

業務純益 [ 8,700百万円] 4,848 5,712 864 17,493 

臨時損益 87 990 903 963 

不良債権処理額　② 1,926 608 △ 1,318 3,058 

貸倒引当金戻入益　③ － － － － 

償却債権取立益　④ 1 0 △ 1 16 

（与信関係費用（①＋②－③－④）） 1,772 327 △ 1,445 3,528 

株式等関係損益 993 289 △ 704 2,787 

その他臨時損益 1,018 1,309 291 1,218 

経常利益 [ 7,500百万円] 4,932 6,699 1,767 18,447 

特別損益 △ 16 3 19 215 

うち減損損失 － 14 14 94 

税引前四半期(当期)純利益 4,916 6,703 1,787 18,663 

法人税等合計 638 2,006 1,368 6,310 

四半期(当期)純利益 [ 5,000百万円] 4,277 4,696 419 12,353 

平成26年3月期
実績(12ヵ月)

増　減
(B－A)

平成27年3月期第1四半期の業績につきましては、実質業務純益は5,431百万円（第2四半期累計期間業績予想値
8,500百万円の64％）、コア業務純益は4,055百万円（第2四半期累計期間業績予想値7,500百万円の54％）、経常
利益は6,699百万円（第2四半期累計期間業績予想値7,500百万円の89％）、四半期純利益は4,696百万円（第2四半
期累計期間業績予想値5,000百万円の94％）となり、概ね業績予想のとおり順調に推移しております。

 
（注1）コア業務粗利益＝業務粗利益－国債等債券損益（5勘定尻） 
（注2）実質業務純益＝業務粗利益－経費 
（注3）コア業務純益＝コア業務粗利益－経費 
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（２）「金融再生法ベースのカテゴリーによる開示」【単体】 

(単位：百万円)

25年6月末 26年6月末 26年3月末

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 19,606 17,798 17,106 

危険債権 114,219 94,536 95,099 

要管理債権 13,451 11,631 12,132 

合計 147,277 123,966 124,338 

総与信に占める割合 4.02％ 3.24％ 3.26％ 

（注）１．平成26年6月末の計数は、6月末基準の自己査定結果に基づき、「金融機能の再生のための緊急
　　　　措置に関する法律施行規則」第4条に規定する各債権のカテゴリーにより分類しております。
　　　２．当行は、部分直接償却を実施しておりません。
　　　　　なお、部分直接償却を実施したと仮定した場合の金融再生法ベースの開示債権は次のとおりであ
　　　　ります。

(単位：百万円)

25年6月末 26年6月末 26年3月末

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 8,780 7,538 7,669 

危険債権 114,219 94,536 95,099 

要管理債権 13,451 11,631 12,132 

合計 136,451 113,706 114,901 

総与信に占める割合 3.73％ 2.98％ 3.02％ 

金融再生法ベースの開示債権は、25年6月末比23,311百万円減少し123,966百万円となりました。
総与信に占める割合は、25年6月末比0.78ポイント低下し3.24％となりました。
また、部分直接償却を実施した場合の総与信に占める割合は、2.98％となります。
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（３）時価のある有価証券の評価差額【単体】 

(単位：百万円)

25年6月末 26年6月末 26年3月末
時価  評価差額 時価  評価差額 時価  評価差額

うち益 うち損 うち益 うち損 うち益 うち損

1,550,712 61,917 69,573 7,656 1,760,215 82,939 86,283 3,344 1,706,862 72,988 77,256 4,267

株式 108,053 44,523 47,365 2,842 118,084 54,491 56,786 2,295 110,093 47,301 49,750 2,449

債券 1,290,669 16,734 19,435 2,700 1,370,887 24,894 24,983 88 1,384,256 24,179 24,432 253

その他 151,989 659 2,772 2,113 271,243 3,552 4,513 960 212,512 1,508 3,073 1,564

（注）１．「評価差額」は、期末時点の取得原価（償却原価法適用後、減損処理後）と時価との差額を計上して

　　　　おります。

　　　２．満期保有目的の債券、子会社・関連会社株式に係る含み損益は下記のとおりであります。

(単位：百万円)

25年6月末 26年6月末 26年3月末
帳簿  評価差額 帳簿  評価差額 帳簿  評価差額
価額 うち益 うち損 価額 うち益 うち損 価額 うち益 うち損

39,978 171 280 108 32,478 219 264 45 33,677 206 264 57

－ － － － － － － － － － － －

その他有価証券の評価差額は、25年6月末比21,022百万円増加し82,939百万円となりました。

満期保有目
的の債券

子会社・
関連会社株式

その他
有価証券

 
 

 

（４）預金等(譲渡性預金を含む)、貸出金の残高【単体】 

(単位：百万円)

25年6月末 26年6月末 26年3月末

預金等（末残） 5,145,129 5,310,849 5,155,450 

うち個人預金 3,473,085 3,524,323 3,471,862 

貸出金（末残） 3,590,397 3,765,125 3,751,534 

うち消費者ローン 1,184,502 1,235,691 1,222,473 

預金等は、25年6月末比165,720百万円増加し5,310,849百万円となりました。
貸出金は、25年6月末比174,728百万円増加し3,765,125百万円となりました。

 
 
（ご参考）個人預り資産残高（単体） 

(単位：百万円)

25年6月末 26年6月末 26年3月末

預金等 3,473,085 3,524,323 3,471,862 

投資信託 153,681 155,951 153,220 

公共債 125,176 95,917 103,259 

個人年金保険等 333,533 379,342 370,057 

合計 4,085,477 4,155,534 4,098,400 
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